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平成 3 年に「(財)東京都農林水産後継者育成財団」と「(社)東京都野菜価格安定資

金協会」が統合して設立された当財団は、平成 10 年には「(財)東京都森林整備公社」

を統合し、その後も業務を拡大してきた。平成 17 年度からは、東京都による農業

試験場、畜産試験場、林業試験場の統合と試験研究等の当財団への委託により、東

京の農林水産業振興において、さらに重要な役割を担うこととなった。こうした変

化に適切に対応するため、当財団では寄附行為を変更して事業を再編するとともに、

厳しい東京の農林水産業の状況に的確に対応するため、農林水産業の現場と都民生

活への貢献を視点として財団事業の見直しを行った。

平成 17 年度は、これらの対応を踏まえて、東京の農林水産業の発展に向けて、

試験研究機関の統合化のメリットを発揮し、柔軟かつ機動的に事業展開を行った。

１ 後継者等対策事業

(1) 平成 16 年度に関係団体等の協力を得て事業のあり方を検討した結果を踏まえ、

青年等就農促進、東京の青空塾、林業労働力確保支援センターの各事業も新たに

加えて、新規就業者支援事業、経営活動促進事業、都民交流事業、林業労働力確

保支援センター事業を実施した。

(2) ニーズに対応した事業内容とするため、自主研究活動に対してより重点課題に

取り組めるよう、「戦略的課題研究支援」を行うとともに、都民の農林水産業に対

する理解促進と農林水産業者との交流を強化する「生産者と都民との交流」を行

った。

(3) 円滑な就農を推進するため就農に必要な準備資金を無利子で貸し付ける就農支

援資金事業を実施した。

(4) 東京の青空塾では、援農ボランティアを２地区で養成するとともに、ボランテ

ィア受入農家の実態調査を実施するなど新しい農業の担い手育成を強化した。

(5) 林業労働力確保支援センターにおいては、国からの委託を受けて林業への就業

希望者を研修する「林業就業支援」を実施した。

２ 経営安定対策事業

(1) 法律などに基づく野菜価格安定対策事業、畜産振興事業は、農家の安定的経営

に不可欠な事業であり、着実かつ迅速な事業執行を行った。

(2) 農地保有合理化事業では、島しょ地域を中心に不耕作地解消に取り組んでおり、

現地推進会議や担当者会議を開催し、関係機関と密接な連携を図った。八丈町に

おいて賃借事業を４０７アール実施した。

３ 農林水産資源拡大事業

(1) 新たに都からの受託事業として「青梅畜産センター事業」を実施して「トウキ

ョウ X」、「東京しゃも」、「東京うこっけい」等の種畜を生産・配付、農家への技

術指導を行い、東京の畜産業の振興に貢献した。

(2) 栽培漁業センターにおいてアワビ、トコブシ、サザエの種苗生産・配付を実施

して島しょ地域の磯根資源の維持増大に貢献した。

(3) 奥多摩さかな養殖センターにおいてニジマス、ヤマメ、イワナ、奥多摩やまめ

の種苗の生産・配付を実施することで、内水面の資源維持と地域産業の活性化に

平成 17 年度事業報告の概要
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貢献した。また、奥多摩やまめの生産拡大に向けて稚魚の試験配付を行った。

４ 森林整備事業

(1) 森林所有者の理解を得て、20 ヘクタールの二者分収育林契約を締結するととも

に、搬出条件が良い間伐事業においては材を搬出・販売した。

(2) 都民との協働による森林づくり事業における「奥多摩・武蔵野の森」、「奥多摩

共生の森」等において、東京都の 17 年度重点事業の「シカ被害地造林対策」と

連携して事業を実施した。

５ 緑の募金・緑化推進事業

(1) 緑の募金では 4,592 万円を集め、ボランティア団体・自治会・区市町村等に

助成金を交付し、森林整備や都市緑化を推進した。また、ポスター等による広報

活動や各種イベントに参加するなど、緑の募金活動の推進を図った。

(2) 苗木生産供給事業では、都の計画に基づき緑化用苗木約 1２万８千本を購入し、

公共事業・施設向けに苗木供給を行い、緑化を推進した。

６ 環境保全型農業の推進事業

(1) 東京都有機農業堆肥センターにおいて 662 トンの優良堆肥を生産し、有機農法

の実践農家に対して供給（有償）を行った。

(2) 新たに都施設の東村山キャンパス（老人ホーム等）内で発生する生ごみを処理

して堆肥化するとともに、老人ホーム入居者に対して野菜づくりの指導等を行っ

た。

７ 農林総合研究センター事業

(1) 新たに「農林総合研究センター事業」を都から受託して、農林業の振興を図る

ため調査・試験・研究を行うとともに、農林業者や都民に対する技術支援や情報

提供を行った。

(2) 外部から研究資金を積極的に導入し、受託研究、企業等との共同研究に取り組

み、都民に役立つ研究を実施した。

８ 情報提供・普及啓発事業

(1) 森林を活用して、都民が自然に親しみ、交流を深めることにより都民参加の森

林づくりを推進した。

(2) ＬＣＡ（ライフサイクルアセスメント）調査は、引続き東京産木材による住宅

と一般的な住宅の建設に伴う環境負荷量の比較を行い、調査結果のとりまとめを

行なった。

(3) 「東京農業ＷＥＢサイト運営事業」、「東京森と木ＷＥＢサイト運営事業」を受

託して、財団ホームページと連携して総合的に情報を発信することにより、都民

の農林水産業に対する理解を促進し、東京の農林水産業の振興を図った。

(4) 東京の緑問題に関する認識の共有化を目的とし、都内の市区町村が共同で開催

した「東京の緑問題を考えるシンポジウム」の企画・運営業務を行った。
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１ 後継者等対策事業

将来の農林水産業を担う後継者等に対し、資金の貸付や各種研修への参加、自主研究活動

等の奨励、配偶者確保の支援などを行った。

また、新しい事業展開や経営の高度化を目指す農林水産事業者に対する技術習得の支援な

どを行うことによって、活力ある東京都の農林水産業振興の推進に努めた。

( ) 新規就業者支援事業1

① 青年等就農促進

東京都から指定を受けた「青年農業者等育成センター」として、青年農業者の 円滑

な就農を支援した。

ア 就農相談

相談員( 名)が就農相談に対応し、新規就農者の支援を行った。2

就農相談件数 ７５ 件( 本所２４件 分室２８件 相談会２８件 ）

イ 就農支援資金貸付

新規就農者及び就農希望者を雇用・育成していこうとする農業法人等に対して、就

農に必要な資金を無利子で貸し付けた。

【平成17年度就農支援資金貸付実績額】

種 類 内 容 計 画 貸付実績

研修資金 農業大学校等 ５件6,000千円 １件 600千円

＠ 50,000／月

先進農家等

＠150,000／月

農 業 改 良 普 及 セ ン タ ー

等による指導研修

（200万円以内）

就農準備資金 就農に必要な資金 ３件4,200千円 １件2,000千円

（200万円以内）

就農施設等資金 機械購入、施設の設置 ３件26,800千円 ３件17,551千円

（2,800万円以内）

合 計 件37,000千円 ５件20,151千円11

（貸付決定された研修資金の内、 千円は 年度分執行分）300 18
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ウ 青年農業者等育成

東京都農林水産業技術交換大会の開催、全国農業青年交換大会等への派遣など青年農

業者の啓発、研究、交流活動を支援した。

名 称 内 容

日 時：平成１７年 月２３日６

東京都農林水産業技術交換大会 場 所：女性総合センター・アイム

参加者： 名１２６

日 時：平成１７年８月２４ 日～２６日

全 国 農 業 青 年 交 換 大 会 場 所：愛知県名古屋市外

都出席者： 名１０

日 時：平成１８年３月１日～３日

全 国 青 年 農 業 者 会 議 場 所：独立行政法人

国立ｵﾘﾝﾋﾟﾂｸ記念青少年総合ｾﾝﾀ-

都出席者： 名２

就農希望者との相談会 全国青年農業者大会で発表（愛知県名古屋市）
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② 研修等支援

項 目 計画 実績 実 施 内 容

公立機関等 受講生 ○公立機関等での研修に対する助成

研修 ８名 ７名 ①研修先：農林総合研究センター

②期 間：１年間

③内 容：野菜（７名）

ﾌﾚｯｼｭ＆Ｕﾀｰﾝ 受講生 ○平成１７年度フレッシュ＆Ｕターン農業後継者セミナ

農業後継者ｾﾐ 名 名 ーへの協賛と助成100 138

ﾅｰの運営支援 ①主 催：東京都、東京都農業協同組合中央会

（ ）②期 間：平成１６年５月～平成１８年３月 ２ヵ年

ふれあい交流 ○「お楽しみ収穫体験と手づくりバーベキュー」の開催

会の開催 回 ①日 時：１０月１６日（日）－ 1

②場 所：東村山市他

③参加者：女性２１名(申込７２名)、男性１５名

④内 容：野菜の収穫体験と採れたて野菜を使った鍋

を囲んでの会食

地域ふれあい 対象 ○後継者組織が行うふれあい交流会に対し助成

交流会への 団体 団体 ①ＪＡ東京みどり青壮年部（参加者４８名）2 4

助成 ②ＪＡマインズ青壮年部 （参加者 ４０名）

③立川市農研会「ふれあい部会 （参加者３７名）」

④ＪＡ東京みらい青壮年部（参加者 ３２名）

新規就業者の １回 １回 ○新規就業者の就業状況について調査を行い、登録を行

調査・登録 ５０名 ４７名 った。

ふれあい活動で独身女性と農作業体験 募集ﾊﾟﾝﾌﾚﾂﾄF&U
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( ) 経営活動促進事業2

① 自主活動支援

区 分 活動組織数 主 な 研 究 テ ー マ

計画 実績

自主研究活 ○農薬散布軽減型ハウスにおけるホウレンソウの安定生産12

動支援 の確立（きよせ施設園芸研究） ほか

戦略的課題 ３ ○獣害対策と地域振興策を結びつけた新たなと取り組み25

研究支援 （ぼんぼり柚子生産組合）ほか

課題別専門 ○日野市女性農業者農産物加工実習講習会（みちくさ会）12

研修 ほか

合 計 ２５ ２７

② 研修活動支援

項 目 計画 実績 実 施 内 容

視察研修助成 ２５ ２６ ○登録後継者組織が行う視察研修経費一部助成

組織 組織

開催 開催 ○フランス農業を学ぶ

海外短期研修 回 回 ①日 時：１０月８日（土）～１０月１５日（土）1 1

②場 所：リヨン、パリ

③参加者：１２名

情報提供 随時 随時 ○財団ホームページ内に掲載している後継者事業の情報の

発信

海外短期研修はフランスで実施
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( ) 都民交流事業3

項 目 計 画 実 績 実 施 内 容

○地産地消を考える交流会

生産者と都 開催 開催 ① 日 時：２月２２日（水）

民との交流 回 回 ② 場 所：立川市市民会館小ホール他1 1

③ 参加者：２０４名

④ 地産地消弁当の試食

生産現場に ○東京とれたて野菜収穫体験ツアー

おける消費 開催 開催 ①日 時：７月１０日（日）

者との交流 回 回 ②場 所：東久留米・西東京市内1 1

③参加者：３３名

○援農ボランティア養成

東京の ２５名 ２３名 地区 ２地区

青空塾 １３０名 １１３名 ○援農ボランティアの認定

○地域推進組織支援

１５７名 １４４名 ボランティア保険加入手続き

１７３名 １７３名 ○アンケート調査

消費者をイチゴ畑に案内

東京の青空塾パンフレット
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項 目 計 画 実 績 実 施 内 容

○「地域交流牧場協議会」の設置及び運営

畜産ふれあ （１回目）

い体験事業 ①日 時：１２月１５日（木）

開催 開催 ②場 所：財団青梅庁舎

回 ２回 ③参加者： １４名1

（２回目）

①日 時： ３月１６日（木）

②場 所：財団青梅庁舎

③参加者： １９名

○「畜産ふれあい体験交流会」の開催

開催 開催 ①日 時： ３月２９日（水）

回 回 ②場 所：八王子市・磯沼ミルクファーム1 1

③参加者： ２１名

○「畜産料理体験教室」の開催

（１回目） 主要素材「東京しゃも」

開催 開催 ①日 時：２月１３日（月）

回 ２回 ②場 所：立川市女性総合センターアイム1

③参加者： ３０名

（２回目） 主要素材「 」TOKYO-X

①日 時：３月１６日（木）

②場 所：財団青梅庁舎

③参加者： ３８名

幼稚園児が乳牛とふれあい体験 東京しゃもなど地元の素材を使った

料理教室
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（４）林業労働力確保支援センター事業

「東京都林業労働力確保支援センター」として、新規の就業や林業従事者の育成など林

業労働力確保のための支援事業を実施した。

① 森林整備担い手確保対策（林野庁補助事業）

区 分 計画 実績 実 施 内 容

林合 林業就労安定指導 １名 １名 ○指導員活動日数：延べ１２日

業理 員による事業体経

事化 営指導活動 ○活動地域等：多摩川・秋川・浅川流域

業支 の林業事業体

体援

経事

営業

技術研修会の開催 ４回 ４回 ①開催日：平成17年 9月 3日～ 8日

基 平成17年11月 5日～10日

幹 平成18年 1月14日～19日

林 内 容：車両系建設機械技能講習

業 開催場所：コマツ教習所㈱東京センタ

就 参加者数：３名

業

者

等 ②開催日：平成17年8月3～5日

養 内 容：小型移動式ｸﾚｰﾝ

成 開催場所：コマツ教習所㈱東京センタ

事 参加者数：２名

業

車両系建設機技能講習 小型移動式ｸﾚｰﾝ技能講習
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② 地域林業雇用改善促進

区 分 計画 実績 実 施 内 容

ア相談指導事業 １人 １人 林業雇用改善アドバイザーを委嘱し、都内の

林業事業体に対し、林業雇用労働の実態の把握

と就業規則等の整備による労働環境の改善につ

いての巡回指導、相談及び求人求職相談を実施

した。

・事業体等の個別巡回指導実績 ９回

・求職相談実績 ８７人

相談方法 電話 件、ﾒｰﾙ 件、来訪 件80 2 5

イ雇用情報収集・提供 ２回 ２回 雇用情報誌「林業労働力雇用情報」第17・18

号を発行し、求人・求職者に情報提供を行った

○雇用情報誌の配布先

・４７都道府県労確支援センター

・国、都。市町村（林業・労働関係機関）

・森林組合及び林業関係団体

ウ研修事業等 １回 １回 ①林業雇用経営改善セミナーの開催

実施日：平成17年7月28日

会 場：多摩木材センター会議室

講 師：全国森林組合連合会

組織部担い手グループ長

志 村 一 男

テーマ： 林業の現状と木材利用及び林業事「

業体の活性化」

参加者：４０名

林業雇用経営改善セミナーの開催
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③ 林業就業促進資金貸付

区 分 種 類 貸付件数 貸付金額 備 考

就業研修資金 ０ ０

林業就業促進資金貸付

就業準備資金 ０ ０ Ｈ１６ １件

④ 宿舎借り上げ助成

区 分 計画 実績 実 施 規 模 備 考

新規就労者宿舎借上助成 ５棟 ５棟 東京都森林組合 ５棟 助成期間：３年

⑤ 緑の雇用担い手育成

区 分 計画 実績 実 施 規 模 実 施 期 間

1 6/8緑の雇用担い手育成研修 ２０日 ２０日 森林林業の基礎知識

2 6/9 10基礎研修 （９日） 安全衛生管理全般 ･

3 7/14 15◎ 研修場所 測量・測樹実技 ・

4 11/16 18○森林組合 研修室 森林保育管理 ～

5 9/8○奥多摩町地内 間伐・密度管理

6 1/20公有林 間伐

1 8/3 4 5専門研修 （１１日） 小型移動式ｸﾚｰﾝ ･ ･

2 10/3 4受 講 者：５名 玉掛け ･

3 9/3 8◎ 研修場所：コマツ 車両系建設機械 ～

（ ）教習所 株

東京センタ

本格就労（森林組合） ５名 ５名

刈払機実習 「緑の担い手育成研修 （第３期生）」
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⑥ 林業就業支援

区 分 計画 実績 実 施 規 模 実 施 期 間

林業就業支援講習 ３６日 ３６日 林業と山村地域の現状 （１回目）1.

森林と林業の知識 平成１７年2.

年２回（春期・秋期） 林業労働安全教育 ４／１４3.

１８日×２回＝３６日 刈払機作業講習 ～4.

チェンソー作業講習 ５／１８5.

受講者 現地講習6.

第１回目 ５名 グループ討議 平成１７年7.

第２回目 ６名 施設見学 （２回目）8.

実地講習 １０／１７9.

就業・生活相談 ～10.

１１／１０

○研修場所

・東京都森林組合

・多摩木材センター協同組合

・奥森ハウス

・現地講習（青梅市成木山林）

○林業機械講習実施機関

・林材防 東京都支部

（チェンソー・刈払機）

労働安全講義（林業機械の取扱い及び構造）
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⑦ 林業労働力就労安定助成

安定した林業労働力を確保するため、各種就労対策の助成を実施した。

また、森林を活用して、都民が自然に親しみ、都市と山村の交流を深めることにより、

都民参加の森林づくりを推進するための各種事業を企画し、実施した。

林業労働力の安定、活性化事業

（単位：千円）

加 入 人 員 （ 人 ） 助 成 状 況

区 分 都 都 三

森 森 宅 計 団体実施 財団助成額

連 組 事業費 （助成率）

0 103 0 103 1,016 508福 労働災害補償

利 ( 以内）1/2

2 110 0 112 3,386 1,693共 団体定期

済 傷害補償 ( 以内）1/2

2 44 0 46 1,104 552制 共済年金

度 ( 以内）1/2

0 0 0 0 0 0加 林業退職金

入 共済 ( 以内）1/2

500 500助 事務費助成 － － － －

成 ( )10/10

4 257 0 261 6,006 3,253合 計



14

２ 経営安定対策事業

（１）野菜価格安定対策事業

平成１７年度は、比較的台風等の気象災害が少なく、気温は平年並みに推移し天候も

安定していたため、農産物の生育は良好であったことから、野菜の価格はいずれの品目

も年間を通して低迷した。

このため、補給交付金は昨年度の３倍以上となる約７，４６０万円となった。

〔平成１７年度実績〕 （単位：ｔ、千円）

項 目 実 績 備 考計 画 前年度実績

出荷数量 8,204 5,228 4,794

資金造成総額 166,932 253,452166,932

補給金交付額 74,596 21,271

〔野 菜 別 内 訳〕

野 菜 名 補給金交付額 備 考出荷計画(t) 出荷実績(t) ( )千円

こまつな 30 28 63※

カリフラワ－ 44 0136

71 261ブロッコリ－ 17

※ 343ほうれんそう 26 9

6,714 4,425 68,680キ ャ ベ ツ

秋冬だいこん 206 2,749488

※ 2,500冬にんじん 739 499

8,204 5,228 74,596合 計

(注) ※①計画、実績ともに平成１７年１月から１２月までの数値である。

市場へ出荷される新鮮な東京産野菜
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（２）農地保有合理化事業

都内遊休農地の流動化を積極的に推進するため、平成１７年度は、現地推進会議や担

当者会議を開催し、関係機関との密接な連携を図ったことにより、八丈町において貸借

事業を４０７ａ実施した。

また、農地流動化奨励金は、利用権設定により農地を貸し付けた所有者に支払う奨励

金であり、平成１７年度は、八丈町で４．０ｈａ、 １，２１９千円を交付した。

事業実績

１７年度計画 １７年度実績

区 分

件 数 面 積 件 数 面 積

( ) 売 買 事 業 ９ 件 ６３０ ａ ０ 件 －1

( ) 貸 借 事 業 １ 件 ４１０ ａ １ 件 ４０７ ａ2

計 １０ 件 １，０４０ ａ １ 件 ４０７ ａ

( ) 奨 励 金 交 付 － 件 ７．０ ｈａ １ 件 ４．０ｈａ3

（内 訳）

地 区 八丈町 計

実

件 数 １ 件 １ 件

績

面 積 ４．０ｈａ ４．０ｈａ

遊休農地から流動化され耕作農地へ 八丈島の基幹産業の観葉植物



16

（３）畜産振興事業

牛肉の自由化が肉用子牛の価格等に及ぼす影響に対処するため、肉用子牛の四半期平均

売買価格が下落し、国が定めた保証基準価格を下回った場合に補給金を生産者に交付し、

肉用子牛生産の安定を図った。また、肥育牛１頭当たりの四半期平均推定所得が基準家族

労働費を下回った場合に生産者に補てん金を交付するのに備えて基金を造成し、肉用牛肥

育農家の経営の安定を図った。

事 業 名 内 容

(1)肉用子牛価格

安定対策事業

①肉用子牛生産者補給金交付

肉用子牛の品種ごとに生産者 1/4、都 1/4、（独）農畜産業振興機構 1/2

の割合で生産者積立金（基金）の造成を行なった。

（独）農畜産業振興機構が品種・四半期ごとに算定した肉用子牛の平均

売買価格が、国の定めた保証基準価格を下回ったため生産者に補給金を

交付した。

・生産者積立金の造成 （生産者 1/4、都 1/4、機構 1/2）

（単位：円／頭）

負 担 金 額
区分 頭数 単価

積立

金額 機 構 東京都 生産者

黒毛和種 75 頭 9,900 742,500 371,250 185,625 185,625

交雑(4

～6 月)
23 頭 6,200 142,600 71,300 35,650 35,650

交雑(7

～12 月)
7 頭 5,000 35,000 17,500 8,750 8,750

交雑計 30 頭 － 177,600 88,800 44,400 44,400

乳用種 3 頭 12,700 38,100 19,050 9,525 9,525

合 計 108 頭 － 958,200 479,100 239,550 239,550

（平成１７年１月から１２月個体登録牛に係る積立金）

・保証基準価格等 （単位：円）

区 分 保証基準価格 合理化目標価格

黒毛和種 304,000 2 67,000

交 雑 種 175,000 135,000

乳 用 種 110,000 80,000

（平成１８年３月末日現在）

・保証基準価格－合理化目標価格＝独立行政法人農畜産業振興機構が全額交付

・合理化目標価格を下回った場合は､生産者積立金を取崩し、差額の 9/10 を交付
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・生産者補給金交付実績

交付対象のべ生産者数 ３戸

交 付 対 象 頭 数 乳用種６頭

補 給 金 交 付 合 計 額 213,400 円

(2) 肉用牛肥育

経営安定対策

事業

② 子牛生産拡大奨励事業

・黒毛和種繁殖雌牛飼養者 21 戸

子牛価格低落時に肉専用種繁殖雌牛の拡大及び維持農家に奨励金を

交付する事業であるが、本年度は黒毛和種の子牛平均売買価格が奨励金

交付の基準を上回る水準で推移したため、奨励金交付は行われなかっ

た。

生産者、中央畜産会の２者で生産者積立金（基金）の造成を行い、肥

育牛１頭当たりの四半期平均推定所得が基準家族労働費を下回った場

合に基準家族労働費の８割を上限として補てん金を生産者に交付する

が、今年度は全種類において補てん金の交付はなかった。

＜１頭当たり基準家族労働費＞

肉専用種 80,997 円

交 雑 種 39,918 円

乳 用 種 32,445 円

・生産者積立金の造成（平成１７年１月～１２月に積立金徴収月齢を迎えた牛）

（単位：円）

・補てん金交付実績

肉専用種、交雑種、乳用種ともに補てん金交付なし。

※１０ケタの耳標を装着した契約肥育牛

負 担 金 額
区 分 頭 数 積立金額

中央畜産会 生 産 者

肉専用種 291 頭 8,613,600 6,460,200 2,153,400

交 雑 種 43 頭 670,800 503,100 167,700

乳 用 種 25 頭 590,000 442,500 147,500

合 計 359 頭 9,874,400 7,405,800 2,468,600

割 合 － 100％ 75％ 25％
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３ 農林水産資源拡大事業

種畜、種苗などの農林水産資源を生産・配付して、農林水産業振興に資するために以

下の事業を実施した。

（１）青梅畜産センター事業

東京都との委託契約に基づき、安全で高品質な肉や卵を都民に供給するため「ト

ウキョウＸ」、「東京しゃも」、「東京うこっけい」等の種畜の生産・配付を行った。

また、種畜等の維持改良を行い、効率的、計画的に供給し、農家への技術指導等を

行った。

種畜生産・配付実績

平成１７年度種畜配付規模

種畜の種類 計 画 実 績

トウキョウＸ（雄）

〃 （雌）

種豚

〃

40 頭

70 頭

東京しゃも 20,100 羽

軍鶏交雑種 80 羽

ロードアイランドレッド 1,000 羽

東京うこっけい 10,000 羽

受託孵化 種卵 20,000 個

17 頭

70 頭

20,643 羽

230 羽

1,892 羽

10,976 羽

10,497 個

上記に関わる飼育・技術指導・安全衛生管理を行った。

トウキョウⅩ豚 東京しゃも 東京うこっけい
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（２）栽培漁業センター事業

アワビ・フクトコブシ・サザエ種苗の生産・配付等を東京都から受託し実施した。

①種苗生産

計 画 実 績 実 施 内 容

アワビ

フクトコブシ

サザエ

１５万個

８０万個

５５万個

１５万個

８０万個

５５万個

島しょの４漁協１村へ配付

島しょの５漁協２村へ配付

島しょの４漁協１村へ配付

種

苗

配

付 合 計 １５０万個 １５０万個

計 画 実 績 実 施 内 容

アワビ

フクトコブシ

サザエ

１５万個

８０万個

５５万個

１５万個

８０万個

５５万個

平成１８年度配付用種苗の採卵・

飼育を実施した。
種

苗

生

産 合 計 １５０万個 １５０万個

飼 育 管 理（サザエ種苗の水槽分散作業）

② 試験研究

・小型種苗の早期配合飼料転換試験

環境適応力が強く、耐病性のある種苗を生産するため、適正給餌方法を検討した。
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④ 災害対策種苗生産

計 画 実 績 実 施 内 容

フクトコブシ

サザエ

２０万個

２０万個

２０万個

２０万個

三宅島へ配付

三宅島へ配付
種

苗

配

付 合 計 ４０万個 ４０万個

計 画 実 績 実 施 内 容

フクトコブシ

サザエ

２０万個分

２０万個分

２０万個分

２０万個分

平成１８年度配付用種苗の

採卵・飼育を実施した
種

苗

生

産 合 計 ４０万個分 ４０万個分
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（３）奥多摩さかな養殖センター事業

東京都の委託契約に基づき冷水性魚類の種苗を生産して、河川漁協・養殖漁協に配付を

行い、内水面の資源を維持するとともに、内水面漁業者の経営の安定化及び地域産業の活

性化に寄与した。また、生産種苗の質の維持向上及び魚病対策を行った。

① 種苗生産

ア ニジマス、ヤマメ、イワナ、奥多摩やまめを生産し配付した。

イ 奥多摩やまめの生産拡大のため稚魚の試験配付を行った。

魚種 サイズ 計画 実績 実施内容

ニジマス 稚魚

・春稚魚

・秋稚魚

発眼卵

30万尾

10万尾

20万尾

21万粒

23万8千尾

3千尾

23万5千尾

23万5千粒

養殖漁協及へ配付

養殖漁協及び２河川漁協へ配付

養殖漁協及へ配付

ヤマメ 稚魚

・春稚魚

・秋稚魚

発眼卵

24万5千尾

20万尾

4万5千尾

100万粒

29万8千尾

21万3千尾

7万3千尾

123万粒

養殖漁協及び３河川漁協へ配付

養殖漁協及び３河川漁協へ配付養殖

漁協及び４河川漁協へ配付

イワナ 発眼卵 10万1千粒 3万5千粒 養殖漁協へ配付

奥多摩やまめ 発眼卵

稚魚

9万粒

-

5万粒

2万2千尾

養殖漁協へ配付

養殖漁協及び１河川漁協へ試験配布

飼育管理（ヤマメ稚魚の計量と池替え）

ウ 上記に関わる飼育・魚病の技術指導を行った。
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② 試験研究

種苗生産事業に関して、下記の試験・研究を実施した。

○冷水魚優良種苗育成試験

・ヤマメ斑紋の遺伝的劣化を防止するため、斑紋の優良な親魚を選抜採卵した。

・生産した奥多摩やまめ発眼卵について倍数性を判定した。

・奥多摩やまめ稚魚の試験配布を行い飼育経過を調査した。

・IHN 抗病系選抜魚の親魚養成を行った。

○魚病診断及び疾病別対策研究

・管内養殖業者の魚病診断を実施した。

○IHN 抗病性品種の作出試験

・２ｇ及び８ｇのサイズの魚に対して IHN ウイルスによる攻撃試験を行い、抗病性

の高い系統を選抜した。
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４ 森林整備事業
（１）分収林事業

長期の木材価格の低迷により、分収林事業の採算性は極度に悪化している。このため、分

収造林事業は、平成１１年度から新規契約を休止している。分収育林事業については、林道

から近くヒノキの割合が高い、採算が確保できる森林を対象に新規契約を実施した。

また、搬出条件の良好な既契約地において利用間伐を行い、間伐木の販売を実施した。

① 二者分収造林

契約地の保育管理実績

市町村 巡 視 ( )ha

奥多摩町 ０．６０

青梅市 ６．５２

桧原村 ６．２６

計 １３．３８ ※ 森林整備地域活動支援事業により実施

② 二者分収育林

ア 契約地の保育管理実績

（単位は面積： 、経費：千円）ha

既契約地(元～ ６年度) １７年度契約地1

市町村 除伐 枝打 除伐 枝打

面積 経費 面積 経費 面積 経費 面積 経費

10.69 4,419 6.59 5,250 1.42 538奥多摩町

8.09 2,705 6.86 4,042青梅市

日の出町

1.96 648あきる野市

8.43 3,256桧原村

八王子市

29.17 11,028 6.59 5,250 8.28 4,580計

イ 契約地の管理実績

（単位は面積： 、経費：千円）ha

既契約地 年度契約地１７

市町村 巡 視 作業路 調査測量 表示板等

面積 経費 延長 経費 面積 経費 面積 経費

170.64 454 200 350 5.72 466 5.72 57奥多摩町

18.15 48 700 1,223 9.94 811 9.94 81青梅市

1.89 5日の出町

13.58 36 4.35 355 4.35 49あきる野市

82.51 219桧原村

15.22 40八王子市

301.99 802 900 1,573 20.01 1,632 20.01 187計
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保育管理が行われている分収林

ウ 平成１７年度新規契約状況

（単位は面積： 、経費：千円）ha

箇所数 契約者 樹 種 支払対価 森林保険市町村 面積 除地 施業

1 1 5.72 4.30 1.42 461 144奥多摩町 ﾋﾉｷ

1 1 9.94 1.94 8.00 2,553 848青梅市 ｽｷﾞ ﾋﾉｷ

1 1 4.35 0.09 4.26 1,326 325あきる野 ｽｷﾞ ﾋﾉｷ

3 3 20.01 6.33 13.68 4,340 1,317計

③ 森林整備地域活動支援

森林施業計画書の認定を受けたため、市町村と締結した協定に基づき（５市町村・

)、以下の交付対象事業を実施した。283ha

事業の内容 数量 経費(千円)

252.35ha 775既契約地の見回り管理

720m 1,226歩道の改修

35.95ha 587林分調査

10.00ha 230境界ペイント等

2,818計

④ 利用間伐

分収林事業の収益確保と間伐材の有効活用を図るため、搬出条件の良好な既契約

地において間伐木の搬出及び売り払いを実施した。

ア 実施箇所

所在地 青梅市梅郷（平成１０年度契約二者分収育林地）a

面 積 （スギ 、ヒノキ ）b 1.33ha 0.80ha 0.53ha

イ 間伐・搬出方法

搬出コストを削減するため対象森林に対して伐採列幅４ｍ、列間１２ｍの列状間

伐を実施した。間伐木は小型運搬車により林道まで運び、トラックで多摩木材セン

ターに運搬し市売りを行った。
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ウ 事業収支

（千円）

収入 支出 差引

2,142間伐・搬出委託費

1,708間伐・搬出補助金

1,385売り払い収入

203売り払い手数料

3,093 2,345 748計

財団収入 千円449

育林地所有者収入 千円299

（分収割合 財団：土地所有者＝ ： ） 列状間伐の状況60 40

⑤ 三者分収育林

施業計画に基づき保育・管理を実施した。

（単位は面積： 、経費：千円）ha

契約 森の名称 保 育 管 理 経費 伐採

年度 内容 面積 経費 内容 面積 経費 計 年度

H 10.07 0 0 H 32９ 百尋 巡視

13.58 0 0 29８ 奥多摩湖畔 巡視

8.96 3,896 3,896 32７ 古里 除伐

9.32 25 25 28６ 深沢 巡視

10.57 28 28 28５ 川のり 巡視

10.32 28 28 28４ 栃寄 巡視

7.02 19 19 28３ 神戸 巡視

5.01 13 13 26２ 人里 巡視

8.96 3,896 65.89 113 4,009計

※ 百尋の森、奥多摩湖畔の森の巡視は森林整備地域活動支援事業により実施

（２）都民との協働による森林づくり事業

二俣尾・武蔵野市民の森①

平成１３年度に山林所有者、武蔵野市、財団の３者間で協定書を締結した「二俣尾・

武蔵野市民の森」において事業を実施した。

区 分 計画 実績 実 施 内 容

・運営協議会 ２回 ２回 ・年間スケジュールの調整

市民の森の活用方法等の検討

森林の整備方針等の検討

市民の森事業の活動紹介の検討

・森林整備・管理 １式 １式 ・下刈、間伐、枝打、歩道改修、間伐材搬出

利用、森林巡視、その他

・森の市民講座 ４回 ４回 ・講座：東京の森の話 活動：森から集めた

素材を利用したﾘｰｽ作り等を実施した。

・動植物生息･生態調査 １式 １式 ・スギ･ヒノキ林で行う間伐等森林施業が動

（ から継続調査） 植物に与える影響を調査した。H14
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森林の整備状況(間伐) 森の市民講座

(武蔵野市役所で講座後にリース作り体験)

奥多摩・武蔵野の森②

、 、 、武蔵野市 奥多摩町 財団の三者による森林整備協定(平成 年 月締結)に基づき17 3

奥多摩町内のシカ被害地の森林の復旧事業を行った。

項 目 実 施 内 容

全 体 計 画 ① 整備箇所 奥多摩町氷川字逆川（通称：ウスバ地区）

ha② 面 積 ３．３

③ 植栽樹種 郷土樹種等

④ 協定期間 １０年間

⑤ 整備内容 防鹿柵整備、植栽、作業路整備、丸太柵工、見回

⑥ 整備費用 武蔵野市と奥多摩町が出資

年度実績 ① 森林整備 植栽、シカ柵・単木ネット設置、丸太筋工17

※東京都『シカ被害地造林対策事業』により実施

その他（案内板設置、造林小屋建設等）

整備前の森林の状況 シカ柵設置状況
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③ 奥多摩・昭島市民の森

昭島市、森林所有者、財団による三者で締結した分収林契約に基づき、奥多摩町の裸山

の整備を行った。

項 目 実 施 内 容

① 整備箇所 奥多摩町氷川字大沢入

ha② 面 積 １．４４

全 体 計 画 ③ 植栽樹種 花粉の少ないスギ、郷土樹種（ヤマザクラなど）

④ 契約期間 ５０年間

⑤ 整備内容 植栽、下刈、除・間伐、枝打等

① 森林整備 植栽、シカ柵・単木ネット設置

年度実績 ※東京都『シカ被害地造林対策事業』により実施17

② イベント 平成 年 月 日 市民による下刈17 10 23

整備前の奥多摩・昭島市民の森 シカ柵・単木ネットの設置

④ 企業の森（航空電子グループの森）

企業の支援による森林整備事業として、日本航空電子工業株式会社、森林所有者、

財団の三者で締結した分収林契約に基づき、奥多摩町の裸山の整備を行った。

項 目 実 施 内 容

① 整備箇所 奥多摩町氷川字大沢入

ha② 面 積 １．３３

全 体 計 画 ③ 植栽樹種 ヒノキ、郷土樹種（コブシなど）

④ 契約期間 ５０年間

⑤ 整備内容 植栽、下刈、除・間伐、枝打等

① 森林整備 補植、下刈

年度実績 ② イベント 平成 年 月 日、 月 日 社員による植樹17 17 4 15 11 9

平成 年 月 日、 月 日 社員による下刈17 6 9 9 12
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整備前の状況 社員による下刈

⑤ 奥多摩共生の森

平成１５年度より、未済造林地の土地所有者である奥多摩町と３５年間の使用契約を

結び、森林を造成する「奥多摩共生の森整備事業」を実施している。

森林の整備に当たっては、財団の各種事業を活用し、不足する資金を都民から広く募

金を集める。

項 目 実 施 内 容

全体計画 ① 整備箇所 奥多摩町氷川字大沢入（奥多摩町有地）

11.3ha② 面 積

③ 植栽樹種 トチ、ケヤキ、モミジ、スギ外

④ 整備期間 ３５年間（植栽は、 ～ 年度）15 17

⑤ 整備費用 全体計画 千円（募金目標 千円）57,200 21,000

年度実績 ① 森林整備 下刈 看板１基17

② 記念植樹会 １０月２２日

参加者 昭島市勤労市民共済会、(社)ｶﾞｰﾙｽｶｳﾄ日本連盟

東京都支部、奥多摩町、東京都森林組合

③ 募金実績 千円2,700

共生の森全景（整備前） 記念植樹会風景
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（３）都行造林管理事業

水源涵養、国土保全、公有財産の造成及び地域林業の振興を目的に、東京都から管

理を受託した多摩地域の都行造林地について、下記のとおり各種作業を実施した。

（単位：ha）

事 業 名 作 業 種 計 画 実 績

間 伐 ４７．１７ ４７．１７

除 伐 １４．７０ １４．７０

雪起こし １．００ １．００

多摩森林育成

保育作業 計 ６２．８７ ６２．８７

雪起こし １．００ １．００

都行造林管理

管理作業 計 １．００ １．００

（ 間伐作業 ） （ 間伐作業後 ）
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（４）花粉発生源対策事業

「花粉の少ない森づくり募金」管理事業

平成１７年度募金実績（平成１８年３月２７日～３１日）

募金方法 件 数 金 額

銀行振込 １６ 件 ２５，５００ 円

郵便振替 ４１ 件 １２０，０００ 円

合 計 ５７ 件 １４５，５００ 円



31

５ 緑の募金・緑化推進事業
（１）緑の募金事業

① 緑の募金活動

１７年度の募金目標額は、１６年度と同様の８，０００万円とし募金活動に取り

組んだ。募金実績は４，５９２万円、目標額に比し５７％の達成率であり、１６年

度実績より約７５７万円減となった。

１７年度は、引き続き日刊紙やポスター等による緑化運動啓発のための広報活動

をはじめ、各種イベントに参加して、東京の森林の紹介、森林の大切さ、地球温

暖化防止などをアピールするとともに緑の募金活動の推進を図った。

（単位：千円） （単位：千円）

団 体 別 募 金 額 種 別 募 金 額

区市町村 15,311 家庭募金 9,480

街頭募金 5,934学校（公立・私立） 3,941

東京都庁 2,522 職場募金 5,497

企業募金 18,035各種団体 3,805

ボ－イスカウト 2,285 学校募金 3,941

ガ－ルスカウト 3,017 そ の 他 3,042

事業指定募金 13,444 合 計 45,929

東京緑化推進委員会 1,604

合 計 45,929

街頭募金キャンペーン
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森林の整備・緑化推進②

ア ボランティア団体等の実施する森林の整備事業への助成金交付

・１５団体 ２，６７１千円

イ 自治会等の森林づくり事業への助成金交付

・３箇所 ３，０３２千円

事業費
地 域 事業名及び事業内容

（千円）

「ドコモ奥多摩の森整備事業」 １．０ha奥多摩町
２３２

氷川 ドコモ社員による下刈り研修 ３０名

「数馬の湯の森整備事業」 １．０ha
檜原村数馬 １，５００

ヤマツツジ、シダレザクラ等の植栽 ３００本

あきる野市 「さかなたちの森(養沢川河畔林再生事業)」 １．０ha
１，３００

コナラ、ヤマザクラ等の植栽 ４６５本養沢

ウ 募金協力団体による緑化推進事業への助成金交付

３８区市町村 ５０件 １２，７２２千円・

２団体 ６件 ４，５３１千円・

エ 学校及び社会福祉施設緑化事業への助成金交付

・３校、３施設 １，１７６千円

文京区お茶の水橋下植栽 数馬の湯の森
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普及啓発③

ア 募金ＰＲ事業

事 業 名 事 業 内 容

緑化ポスタ－原画募集 応募状況 ２０５校 １，３６６点 入賞 ２５点

緑化ポスタ－標語募集 応募状況 １，０７４点 入賞 ２２点

交通機関によるＰＲ 都営ラッピングバス ４月 １日～ ６月３０日

緑の募金ＰＲ用花壇 三越銀座店 ９月 １日～１２月２５日

日刊紙によるＰＲ 新聞 ３月２４日西多摩

イ 募金キャンペ－ン等

事 業 名 実 施 日 場 所

総理緑の羽根着用キャンペーン ４月１９日 総理官邸

みどりの感謝祭 ４月２９日 都立日比谷公園

街頭キャンペーン ４月２９日 数寄屋橋公園緑の募金

木と暮しのふれあい展 １０月 １日～ ２日 都立木場公園

アグリ・フェスタ・トウキョウ １１月 ２日～ ３日 明治神宮広場

緑化運動ポスタ－原画・標語展 ３月２２日～２５日 東京ビッグサイト

森林づくり親子体験キャンプの開催ウ

森林・林業に対する理解を深めるため、平成１７年８月２２日～２３日に奥多摩

町の「山のふるさと村」において親子参加による森林体験キャンプを開催した。

木と暮しのふれあい展 緑化運動ポスター原画・標語展
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（２）苗木生産供給事業

東京都は「東京都における自然の保護と回復に関する条例」及び「緑の東京計画」に基

づき、市街化農地を活用した緑化用苗木の生産供給を行っている。財団では都からの業務

委託により、以下の項目について事業を実施した。

苗木の購入①

新たに委託する緑化用苗木（稚苗）の購入を行った。

区 分 計 画 実 績 備 考

購入本数 本 購入本数合計 本 公共事業・施設向けに苗150,000 128,328

（内 特殊緑化用など 木の購入を行った。このう

本） ち新規委託を実施したもの12,437

115,891 11 3は 本( 月及び

月購入)である。購入本数

の減少は、前年度の供給実

績が減少したためである。

購入樹種 ２０樹種 購入樹種 ２１樹種

都内産苗木

購入比率 ８５％ 新規委託に占める都内産苗木

の購入比率 約８８％

都内産苗木生産状況（さつき）青梅市 苗木委託ほ場（つつじ） 練馬区
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栽培管理委託②

苗木の栽培管理作業は、都内１２ＪＡに委託して実施した。

なお、管理委託に併せて掘取運搬作業の委託も行った場合、割安な掘取運搬経費とな

るため、５ＪＡに掘取運搬作業の委託を併せて行い、経費の縮減を図った。

区 分 計 画 実 績 備 考

委託面積 通年委託分 ｈａ 通年委託分 ｈａ 月購入分18.9 18.9 11

新規委託分 ｈａ 新規委託分 ｈａ2.8 3.3

委託本数 通年委託分 本 通年委託分 本 月購入分663,000 664,498 11

新規委託分 本 新規委託分 本150,000 83,196

委託農協 １２ＪＡ １２ＪＡ ＪＡで掘取運搬5

作業実施

苗木の供給③

東京都の指定した供給先へ苗木を供給するため、圃場からの掘取・運搬を行った。

また、屋上や壁面等の新たな緑化事業へも供給し、都内産緑化植物のＰＲを実施した。

区 分 計 画 実 績 備 考

*1通常委託分 本204,713

供給本数 本 本 その他(特殊緑化用など) 本250,000 217,150 12,437

( 堀取分含む）*1 195,268財団運搬分 本 JA

自力運搬分 本9,445

（ ）苗木供給事例 都立大江戸高校植栽（ ） 苗木供給事例 壁面緑化：新河岸水再生センター
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６ 環境保全型農業の推進事業

有機農業などの環境と調和した環境保全型農業を推進するため、優良堆肥の生産

供給を行った。

（１）堆肥生産供給事業

環境保全型農業の推進策の一環として、東京都有機農業堆肥センターにおいて優良

堆肥を生産し、有機農法の実践農家への円滑な供給（有償）等を行った。都庁本庁舎

の生ごみ処理については、16 年度末で終了となった。また、生ごみ処理物や地域の剪

定枝等の未利用資源を活用した堆肥化の実証モデルプラントとして、積極的に施設や

技術を公開し、循環型社会の構築に貢献した。

事 業 内 容 計 画 実 績

① 堆肥生産・供給目標量

有償供給 農家実戸数 170 戸

無償供給 農林総合研究センター 136ｔ

その他各種イベント等 19ｔ

水分調整用（含在庫）

② 都庁本庁舎生ごみ処理量

（ ）内は処理物生産量

③ 優良堆肥生産技術の実証・展示

視察及び研修等の受入れ

750ｔ

450ｔ

150ｔ

150ｔ

110ｔ

（24ｔ）

662ｔ

474ｔ

155ｔ

33ｔ

0ｔ

（0ｔ）

講演会 3 回

16 団体 495 人

（２）東村山キャンパス生ごみリサイクル事業

17 年度から新たに都施設の東村山キャンパス（老人ホーム・ナーシングホーム・

医療センター）内で発生の生ごみを処理して堆肥センターにおいて堆肥化を行った。

また、老人ホーム入居者に野菜づくりの指導や講習会を開催した。

事 業 内 容 計 画 実 績

① 生ごみ処理量

（ ）内は処理物生産量

② 農業指導の開催

120ｔ

（24ｔ）

4 回 /年

153ｔ

(30ｔ )

4 回 /年
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７ 農林総合研究センター事業

東京都の委託を受け、東京の農林業の振興を図るため、調査・試験・研究を行う

とともに、東京都の行政、普及部門との連携を図りながら、農林業者や都民に対す

る技術支援や情報提供を行なった。

（１）試験研究事業

東京都との委託契約に基づき、以下の課題についての試験研究業務を実施した。

①試験研究の効率的な運営・管理〔研究課題 ４テーマ〕

都民の意見を反映させた研究方針の策定、研究の進行管理と評価、連絡調整、総合的な研究

企画・立案等を行なった。また、成果や各種情報を積極的に発信して、都民や生産者に役立つ

試験研究を効率的かつ効果的に推進した。１室、５科、１分場合わせて５３課題に取り組み、「成

果情報」７０報、「研究速報」４５報、「東京都農林水産技術成果選集」７報、プレス発表５報

などを公表したのをはじめ、３月１０日に開催した農総研センター研究発表会では、１２の研

究成果を公表した。

②バイテク技術等を利用した東京特産品種の育成〔研究課題 6 テーマ〕

植物バイオテクノロジー技術等を応用し、都民の需要に適応する野菜、花、果樹等の新品種

育成や優良品種を選定し、市場競争力の高い商品の提供を図った。

香りシクラメン「おだや香」 同左「フリンジタイプＤ２」

（平成１７年９月農水省品種登録申請） （新しい香りシクラメンとして開発中）

③高品質・高付加価値農作物の育成〔研究課題 3 テーマ〕

収益力の高い農業経営を実現するため、高付加価値生産システムを開発・導入し、高ミネラ

ル・低硝酸・無農薬など、こだわり農畜産物の新商品開発に取り組んだ。
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④園芸作物の生産性向上技術開発〔研究課題 6 テーマ〕

果樹・花生産者の収益力を高めるため、省力化や低コスト化のための栽培技術開発に取り組

んだ。

⑤畜産の生産性向上技術開発〔研究課題 7 テーマ〕

畜産物の安定供給と安全性を確保し、畜産経営の発展を図るため、行政や普及部門、他の試

験研究機関と連携しながら、生産現場が直面する問題解決のための試験研究と技術的支援を推

進した。

⑥農産物の安全性確保技術の開発〔研究課題 ３テーマ〕

農薬や汚染物質等の農産物や環境への残留実態を明らかにするとともに、残留回避技術や農

薬等の迅速分析法を開発し、安全で高機能な農産物の生産を目指した。

⑦病害虫総合管理技術（ＩＰＭ）の開発研究〔研究課題 4 テーマ〕

農作物に発生する病害虫の発生生態を明らかにし、様々な手段を組み合わせた総合的な病害

虫管理技術に取り組み、農産物の安定生産や品質の向上を図った。

⑧有機資源管理・利用技術の開発〔研究課題 ５テーマ〕

農業に応用できる有機資源のリサイクル技術及び有害物質を低減化させる微生物の利用技術

に取り組み、環境に配慮した農業を推進し、安全・安心な農作物の

開発に取り組んだ。

老人ホームから廃棄される 一般に食品残さ飼料は、卵の殻

食品残さを、鶏の飼料とし 色を薄くしますが、殻色を薄く

て開発した。 しない技術を開発した。

カキ新品種「東京紅」

（平成 17 年２月農水省種苗登録）

・受粉樹混植の効果を明らかにする

・17 年度、都内の農家 37 戸に穂木

22 戸に苗木を試験配布した
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⑨土壌総合管理技術及び農作物の機能性成分解明〔研究課題 5 テーマ〕

環境と調和する農業生産を目指すため、農業資源である畑土壌の悪化防止や改善

研究を行い、適切な土壌管理を指導・推進した。都特産作物の機能性成分を解明し、農産物の

安定生産や品質向上、食の安全を図った。

⑩緑化植物を活用した都市環境改善技術の開発〔研究課題 2 テーマ〕

環境緩和効果をもたらす街路樹等の緑化植物の特性及び環境適応性を解明することにより、

景観形成やうるおいのある街づくりの実現を目指した。

既存建物に対して、屋上・ 屋上・壁面の植物は、断熱効果を

壁面を植物によって覆う対照 をもち、省エネに有効であることが

区を設けて調査を行った。 明らかになった。

⑪豊かな森づくり技術の開発〔研究課題 ５テーマ〕

林業経営は低迷し、東京の森林の荒廃が進んでいる中で、林業・林産業の振興及び森林の

保全・育成のための技術開発を通じて、地域の活性化と都民生活の安定に貢献した。

シカ生育密度の比較調査 急斜面用シカ進入防止棚の新開発

2004 年は多摩川左岸（上図） 森林のシカ被害を防ぐ鉄製の棚を開発

2005 年は多摩川右岸（下図） した。

に高密度地域が移る。
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⑫江東地域における高度集約型園芸技術の開発〔研究課題 3 テーマ〕

江東地域の農業振興を図るため、地域の基幹品目であるコマツナや鉢花などの高品質生産技

術開発ならびに江戸伝統野菜の安定生産技術の向上に努めた。

伝統野菜「亀戸ダイコン」 伝統野菜「大蔵ダイコン」

栽培しにくいために今日は姿を 世田谷生まれの伝統野菜。

消した伝統野菜だが、味は風味 煮物に適する品種。

に優れて美味しい。朝漬に最適。
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（２）受託研究事業

研究のための資金を外部から積極的に獲得し、受託研究、企業・大学等との共同研究を推

進した。また研究外部資金として、49,584 千円獲得した。

共同研究

契 約 先 契約件数

A 独立行政法人研究所、農水省 ６

B 大 学 １０

C 大学＋民間企業 １

D 公益法人、団体等 ２

E 民間企業 ５

合 計 ２４

＜都民とのふれあい＞

センター展 家畜ふれあいデー

（園芸教室、農産物直売など：10 月開催） （乳搾り体験、ひよこコーナーなど：4 月・9 月）
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８ 情報提供・普及啓発事業

（１）森林総合利用事業

都民が森林及び林業についての理解を深めるためのイベントの実施と木材の利用促進事業を

実施した。

平成１７年度 森林総合利用実績

回 名 称 内 容 実施期間 実施場所 参加者 天候

１ 今熊山森林浴登山 森林観察 5月21日(土) 今熊山 43 晴

２ 第1回森林ふれあい教室 ネイチャーゲーム 6月18日(土) 日の出庁舎 8 曇

３ 第2回森林ふれあい教室 昆虫観察 7月23日(土) 〃 57 曇

４
先生のための森林環境教育

セミナー
森林観察、林業体験

8月1(月)～2日

(火)
奥多摩町 18 晴

５ 森林づくり親子体験キャンプ 間伐体験、木工教室
8月22日(月)～

23日(火)
〃 15 晴

６ 鳩ノ巣渓谷森林浴登山 森林観察 9月17日(土) 鳩ノ巣渓谷 51 晴

７ 野生きのこ教室 観察・講義 10月1日(土) 日の出庁舎 60 晴

８ 大塚山・御岳山森林浴登山 森林観察 10月22日(土)
大塚山・御岳

山
41 曇

９ 第3回森林ふれあい教室 樹木博士、木工クラフト 11月5日(土) 日の出庁舎 47 晴

10 オーナーハイク 森林観察 11月12日(土) 鳩ノ巣渓谷 22 晴

11 日の出山森林浴登山 森林観察 11月26日(土) 日の出山 40 晴

12 植樹体験と数馬の湯 植樹体験 12月10日(土) 檜原村 19 晴

13 第4回森林ふれあい教室 高尾山ハイキング 2月18日(土) 高尾山 55 晴

14 南高尾森林浴登山 森林観察 3月18日(土) 草戸山 49 晴

15 第5回森林ふれあい教室 ｼｲﾀｹづくりと自然探索 3月25日(土) 日の出庁舎 40 晴

合 計 565
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６月１８日 ネイチャーゲーム

７月２３日 昆虫観察

１１月 ５日 樹木博士・木工クラフト

２月１８日 高尾山ハイキング

３月２５日 シイタケ作りと自然探索

先生のための森林環境教育セミナー

（８月１～２日）

都内小学校の先生を集めて１泊２日

の森林･林業･山村の暮らし体験の研修

を実施した。

野生キノコ教室（１０月１日）

森林浴登山（年５回実施）

５月２1 日 薫風の今熊山

９月１７日 初秋の鳩ノ巣渓谷

１０月２２日 仲秋の大塚山・御岳山

１１月２６日 晩秋の日の出山

３月１８日 早春の南高尾

森林ふれあい教室（年５回実施）

森林観察、林業体験

昆虫観察会

見本による説明

（林業試験場）

晩秋の日の出山へ
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（２）ＬＣＡ調査事業

ＬＣＡ(ライフサイクルアセスメント)調査は、製品の原料の採取から組立、廃棄ま

でを含めた環境負荷量を調査及び評価するもので、平成１５年度から東京産木材によ

る木造住宅と他の工法による住宅の調査を行ってきた。調査にあたっては、東京農工

大学の服部教授を座長とする委員会を開催し、森林組合、製材所、素材生産業者、工

務店等への聞き取り調査を中心にデーターを収集した。

１７年度は、引き続き東京産木材による住宅と一般的な住宅の建設に伴う環境負荷

量の比較を行い、調査結果のとりまとめを行った。

① 調査実行委員会の開催（２回）

② 調査結果のとりまとめ

調査実行委員会の開催
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（３）総合情報提供事業

東京農業ＷＥＢサイト、東京森と木ＷＥＢサイト、財団ホームページを連携し

て、都民に対して農林水産業、特産品、食の安全安心等の情報を総合的に提供した。

① 東京農業ＷＥＢサイト運営事業

都民に対する東京農業や農地の働き、農畜産物・特産品、食の安全・安心などの情報

発信のために、東京都、農業団体等が構築したＷＥＢサイトの管理・運営を実施した。

② 東京の森と木・総合サイト運営事業

都民への森林・林業の普及啓発、木製品・特産品等の情報発信のため、東京都、

多摩地域の自治体や森林・林業に関する団体が構築した WEB サイトの管理・運営を

受託した。

③ ホームページ制作事業

森林・林業についての普及啓発の一環として、東京都森林組合のホームページ制

作を受託し、ホームページの企画・制作、管理を行った。

東京都森林組合ホームページ

http://www.tokyo-shinrin.com/
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（４）緑のシンポジウム事業

東京の緑問題に関する認識の共有化を目的とし、都内の市区町村が共同で開催した『東

京の緑問題を考えるシンポジウム』の企画・運営業務を行った。

件 名 『東京の緑問題を考えるシンポジウム

～オール東京市区町村共同事業～』

開催日時 平成１８年２月１３日（月） ９：３０～１７：００

会 場 都市センターホテル

内 容 基調講演、４分科会による討議と総括討議

・ 基調講演「黒姫の森から東京の緑へのメッセージ」

・ 第１分科会「緑と地球環境-京都議定書から考える-」

・ 第２分科会「都市の緑を増やす」

・ 第３分科会「東京の森をつくる」

・ 第４分科会「緑とともに育つ」

・ 総括討議「連携の仕組みを考える」

参加人数 ５３３人

受託内容 企画・事前準備・開催当日の運営・記録整理等

分科会の様子 基調講演(C.W.ニコル氏)

会場の様子 展示


